
（平成２１年３月11日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 8 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 6 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 5 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認群馬地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



群馬国民年金 事案 394 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 56年７月から同年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。   

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

     住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56 年７月から同年 12 月まで 

申立期間の国民年金保険料について、妻と一緒に納付書で納付してき

たのに、妻の記録は納付済みで、自分の記録が未納となっているので申

し立てる。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間について、その妻と一緒に国民年金保険料を納付し

ていたと主張しているところ、その妻は、「保険料の納付はいつも夫がして

くれ、私は付加保険料も納付しており、夫だけ納付していないはずはない」

と証言しており、事実、その妻は付加保険料も納付していることから、申

立人の主張には信 憑
ぴょう

   また、申立期間は６か月と短期間である上、申立人が一緒に国民年金保

険料を納付したとするその妻は、婚姻前後及び申立期間も含め、すべての

保険料を納付しており、申立期間を含めた昭和 50 年３月から 59 年１月ま

でにおいては、付加保険料も納付していることから、申立人の申立期間の

保険料のみが未納とされているのは不自然である。 

性が認められる。 

   さらに、申立人は、申立期間において国民年金の加入及び喪失の手続を

適切に行っている上、その妻においても任意加入から強制加入への切替手

続などが洩れなくされていることから、申立人及びその妻の国民年金制度

に対する理解の深さがうかがえる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。  



群馬国民年金 事案 395 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 48 年４月から同年 11 月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等    

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 17 年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 48 年４月から同年 11 月まで 

           ② 昭和 60 年４月から 61 年３月まで 

申立期間①の国民年金保険料については、市役所から未納通知が来た

ので納付した。領収書を発行してもらい、係の人から年金手帳に領収書

を貼っておくよう言われた。領収書があるのに、資格記録が無いという

理由で納付済期間に加えられないことには納得がいかない。 

また、申立期間②が未加入期間となっているが、地域の婦人会が自宅

に集金に来ていたので国民年金保険料を納付したはずである。 

  

第３ 委員会の判断の理由   

１ 申立期間①は、社会保険庁の記録では国民年金に未加入の期間とされ

ているが、申立人は、昭和 48 年４月から同年 12 月までの国民年金保険

料について、市役所の職員が交付した同年 12 月 17 日付けの領収書を所

持しており、その金額は申立期間①及び同年 12 月の保険料の合計額と一

致する。 

また、国民年金保険料を納付するためには、国民年金に加入する必要

があるところ、申立人は記録上未加入とされている昭和 48 年４月以降の

保険料の領収書を所持している上、その領収書の領収年月日が同年 12

月 17 日であるにもかかわらず、国民年金の加入年月日が領収年月日以後

の同年 12 月 28 日となっていることは不自然であり、行政側において不

適切な事務処理があった可能性も否定できない。一方、申立人は、48 年

４月に厚生年金保険の資格を喪失しており、同年４月以降の保険料の領

収書を所持していることを踏まえると、その厚生年金保険の資格喪失時



から国民年金に加入したことが推認される。 

さらに、申立期間①の国民年金の加入記録について、何らかの理由に

より取消処理が行われたとすれば、国民年金保険料の還付処理がされる

ところ、申立人に対して保険料が還付された形跡は無い。 

 

  ２ 一方、申立人は、申立期間②について、国民年金保険料を納付してい

たと主張しているが、保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間②の保険料の納付をうかが

わせる周辺事情が見当たらない。 

    また、申立人が昭和 61 年４月に市役所に提出した、国民年金被保険者

資格取得・種別変更（第３号被保険者該当）届書の事務処理においては、

第３号被保険者への種別変更ではなく、申立人が同年４月に再度国民年

金に第３号被保険者として加入したとの処理がなされていることから、

同年３月以前において国民年金に未加入であったことが推認される。 

   

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 48 年４月から同年 11 月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 



  

群馬厚生年金 事案 262 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立てに係る事業所における資格取得日は、昭和 27 年５月 16

日であると認められることから、申立期間に係る船員保険被保険者資格の

取得日に係る記録を訂正することが必要である。 

 なお、申立期間の標準報酬月額は、１万 2,000 円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 27 年５月 16 日から同年６月１日まで 

    昭和 27 年５月 16 日からＡ丸（船舶所有者：Ｂ。）に乗船したが、社

会保険庁の記録は同年６月１日資格取得となっている。船員手帳にも資

格取得日が同年５月 16 日と記載されているので、同日から同年６月１

日までの期間についても、船員保険の被保険者であったことを認めてほ

しい。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が保管していた船員手帳には、申立人のＡ丸における船員保険の

被保険者資格取得日は昭和 27 年５月 16 日と記されており、申立期間にお

いて継続勤務していたことが確認できる。 

一方、社会保険庁のオンライン記録によると、申立人に係る現在の基礎

年金番号に統合されている同年６月１日を資格取得日とする記録のほか、

申立人と同姓同名の者（ただし、氏名の読み及び生年月日が異なる。以下

Ｃ氏という。）が確認でき、申立てどおり同年５月 16 日を資格取得日と

して別の記号番号により管理されている記録が存在する。このことを社会

保険事務所に照会したところ、申立人の現在の記録は管轄社会保険事務所

で管理していた船員保険被保険者名簿と一致しており、Ｃ氏の記録は社会

保険庁で管理していた旧船員保険被保険者台帳（以下「旧台帳」とい

う。）と一致することが確認できる上、同名簿及び旧台帳共に船舶所有者

及び申立人の氏名の漢字表記は同一であることが確認できるとともに、Ｃ

氏の記録は、65 歳に到達しているにもかかわらず、基礎年金番号に統合



  

されていないことから、この記録は、申立人に係るものであると認められ

る。 

また、前述の社会保険庁で管理していた申立人に係る旧台帳を確認した

ところ、資格取得日が昭和 27 年６月１日、その下欄にも同年５月 16 日と

不自然に二段書きされているが、船舶所有者が被保険者資格取得の届出を

行う際、船員保険法施行規則第７条によると乗船日は記載事項に含まれて

おらず、仮に、船舶所有者が申立人の資格取得日を同年６月１日と届け出

たにもかかわらず、社会保険庁が知り得ないその乗船日である同年５月

16 日を記録するとは考え難いことから、船舶所有者は申立てどおりの日

付を資格取得日として届け出たことが推認できる。 

   これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 27 年５月 16 日

に厚生年金保険被保険者資格を取得した旨の届出を社会保険事務所に対し

て行ったことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、Ｃ氏に係る社会保険庁のオ

ンライン記録から１万 2,000 円とすることが妥当である。 



  

群馬厚生年金 事案 263 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）にお

ける資格喪失日に係る記録を平成７年９月１日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額を 18 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年８月 31 日から同年９月１日まで 

    平成３年２月 20 日から７年８月 31 日までＡ社に勤務しており、厚生

年金保険の資格喪失日は同年９月１日になるべきところ、同年８月 31

日とされている。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の雇用保険の記録、Ａ社から提出のあった申立人に係る「退職理

由書」及びＣ健康保険組合の「健康保険被保険者資格喪失確認通知書」に

よると、申立人は同社に平成７年８月 31 日まで勤務していたことが認め

られる。 

また、当該事業所が保管していた「健康保険厚生年金保険被保険者資格

喪失確認通知書」に記載されている申立人を含めた３名の資格喪失日は平

成７年８月 31 日である一方、同様に同社が保管していたＤ厚生年金基金

（現在は、Ｅ企業年金基金。）の「厚生年金基金加入員資格喪失確認通知

書」には、それらの者に係る資格喪失日の「平成 07 年 08 月 31 日」が

「平成 07 年 09 月 01 日」と訂正された形跡がうかがえる上、同基金の

「加入員適用記録照会」においても、申立人の厚生年金基金資格喪失日は

同年９月１日となっている。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 



  

また、申立期間の標準報酬月額については、社会保険庁の申立人に係る

Ａ社における資格喪失時の記録から 18 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は「基金から申立人らの資格喪失日の訂正の指摘がされた

と思われるが、それに伴う社会保険事務所への訂正届を提出した形跡は見

当たらない」と届出誤りを認めており、事実、申立人と同時に資格喪失届

が提出された従業員２名の記録も申立人と同日の資格喪失日であることか

ら、事業主より資格喪失日訂正届が提出されたとは考え難く、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る平成７年８月の保険料について納入の告

知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後

に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 



  

群馬厚生年金 事案 264 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間②のうち、昭和 41 年４月１日から同年７月 26 日ま

での厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を同年４月１

日、資格喪失日に係る記録を同年７月 26 日とし、当該期間の標準報酬月

額を１万 4,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40 年１月から同年５月まで 

               （Ｂ社） 

             ② 昭和 41 年１月から同年８月まで 

               （Ａ社） 

             ③ 昭和 52 年６月から 54 年１月までのうち、 

いずれかの連続した４か月間 

               （Ｃ社） 

    各申立期間について各事業所に勤務したが、社会保険事務所に記録の

照会をしたところ、厚生年金保険の加入記録が無い旨の回答を受けた。

しかし、各申立期間について厚生年金保険の加入記録が無いことに納

得がいかない。各申立期間について厚生年金保険の被保険者であった

ことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間②について、社会保険庁の記録によると、Ａ社が厚生年金保険

の適用事業所として確認できるのは昭和 41 年４月１日からであるところ、

同社の事業主は「当時、事務は会計事務所にお願いしていたが、従業員全

員を厚生年金保険に加入させ、保険料も控除していた」と回答しており、

事実、同社の厚生年金保険被保険者縦覧においても、被保険者期間が１か

月以下の従業員が４名存在する上、申立人の当時の従業員数の記憶と社会

保険庁の記録における同社に係る被保険者数が８名と一致しており、事業



  

主は短期間就労者を含め従業員全員の厚生年金保険被保険者資格取得届を

提出していたことがうかがえる。 

また、申立人の勤務期間の始期については、申立人は「入社直後に当該

事業所が催した忘年会に出席した覚えがある」と申述しているところ、忘

年会の会場に関する申立人、Ａ社の事業主及びその弟の記憶が一致してい

ることから、申立人は昭和 40 年末ごろから同社の従業員として勤務して

いたことがうかがえる。 

さらに、申立人の勤務期間の終期について、申立人は昭和 41 年７月 10

日に厚生年金保険の資格を喪失した同僚が当該事業所を退職したことを記

憶している上、同年７月 11 日に 20 歳で厚生年金保険の被保険者資格を喪

失した同僚から「申立人のことは覚えていないが、当時 18 歳ぐらいの男

性がいた。自分は結婚のためその男性より早く会社を辞めた」との証言を

得ており、社会保険庁のＡ社に係る記録によると、当時、18 歳の男性被

保険者は見当たらず、最も低年齢の男性被保険者は証言者より年上の 21

歳であることから、この証言が指す男性は当時 18 歳であった申立人であ

ることが推認できる。 

加えて、申立人は「給与支給日まで勤務し、最後の給料を受け取った。

その後は勤務していない」と申述しており、事業主は「給与締日及び支払

日は毎月 25 日」と回答していることから、申立人は昭和 41 年７月 25 日

まで当該事業所に勤務していたことがうかがえる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間②のうち、昭和 41

年４月１日から同年７月 26 日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額は同年代で男性の同僚が不在であること

から、昭和 41 年４月１日資格取得者の記録から１万 4,000 円とすること

が妥当である。 

なお、事業主が申立人の当該期間に係る保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は「納付していた」と回答しているが、当該

事業所に係る被保険者原票の整理番号に欠番が見当たらないことから、社

会保険事務所の記録が失われたとは考えられない上、資格の取得及び喪失

のいずれの機会においても社会保険事務所が申立人に係る記録の処理をし

ないとは考え難いことから、事業主から社会保険事務所へ資格の得喪等に

係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る

昭和 41 年４月から同年６月までの保険料について納入の告知を行ってお

らず、事業主は当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 

 一方、当該事業所は前述のとおり昭和 41 年４月１日に厚生年金保険の

適用事業所として手続されており、それ以前である同年１月から同年３月

までの期間については、事業主及び同僚の厚生年金保険被保険者記録も確

認できないことから、申立人のみが厚生年金保険の被保険者であった事実



  

はうかがえず、同年７月 26 日から同年８月までの期間については、申立

人が勤務していたとの証言が得られない上、申立人自身も最終給与を受け

た日まで勤務したと記憶していることから、申立期間②のうち、同年１月

から同年３月までの期間及び同年７月 26 日から同年８月までの期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めるこ

とはできない。 

 ２ 申立期間①について、申立人はＢ社に厚生年金保険被保険者資格取得日

の昭和 40 年６月１日より前である同年１月から勤務していたと主張して

いるものの、当該事業所が保管していた賃金台帳によると、申立人の最初

の給与は同年５月末日に８日間分が支払われており、それ以前の申立人に

係る支払記録は無く、最終の給与は 41 年１月末日に１時間分が支払われ

ていることが確認できることから、同社の給与は 25 日締め、月末日払い

であることを踏まえると、申立人が同社に勤務していた期間は、申立期間

①とは相違する 40 年５月から同年 12 月までの期間であることが推認でき

る。 

また、前述の賃金台帳によると、保険料控除については、社会保険庁の

記録どおり昭和 40 年６月から同年 12 月までの期間であることが確認でき、

申立人が、申立期間①において、厚生年金保険料を控除されていた事実は

無く、このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は

無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 ３ 申立期間③について、申立人はＣ社に勤務したと主張しているが、同社

の事業主及び従業員からの証言が得られず、その勤務実態を確認できない。 

また、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所として手続されたのは、

社会保険庁の記録によると昭和 56 年 11 月４日であり、申立期間③におい

ては、事業主及び従業員の厚生年金保険の加入記録も確認できないことか

ら、申立人のみが厚生年金保険の被保険者であった事実は無い。 

   また、申立人は申立期間③に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料を保有しておらず、

その記憶も明確でない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間③に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

群馬厚生年金 事案 265 

  

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係

る記録を昭和 63 年 11 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 20 万

円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していたか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63 年 11 月１日から同年 12 月１日まで 

    

 

Ａ社Ｂ所（現在は、Ａ社Ｃ部。）から同社本社へ昭和 63 年 11 月１

日に転勤となったが、社会保険事務所に厚生年金保険の加入期間を照会

したところ、同日から同年 12 月１日までの期間が空白となっている。

この期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

第３ 委員会の判断の理由 

人事記録、雇用保険の記録及びＡ社が社会保険事務所に提出した記録

訂正の要望書により、申立人は同社に継続して勤務し（昭和 63 年 11 月

１日に Ａ社Ｂ所から同社本社へ異動）、

また、申立期間に係る標準報酬月額については、昭和 63 年 12 月の社会

保険事務所の記録から、20 万円とすることが妥当である。 

申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料

及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

さらに、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務

所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

無いことから、行ったとは認められない。 



  

群馬厚生年金 事案 266 

  

第１ 委員会の結論 

 申立人のＡ社Ｂ所に係る被保険者記録は、申立期間①については、資格

取得日が昭和 50 年３月 28 日、資格喪失日が 53 年４月１日、申立期間②

については、資格取得日が 54 年３月 31 日、資格喪失日が 60 年７月 29 日

とされ、当該期間のうち、申立期間①に係る 50 年３月 28 日から同年４月

１日までの期間及び申立期間②に係る 54 年３月 31 日から同年４月１日ま

での期間は厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基

礎となる被保険者期間とならない期間と記録されているが、申立人は両申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及

び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の同社における資

格取得日及び標準報酬月額を、申立期間①については 50 年３月 28 日、11

万円とし、申立期間②については 54 年３月 31 日、18 万円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る両申立期間の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないものと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 50 年３月 28 日から同年４月１日まで 

             ② 昭和 54 年３月 31 日から同年４月１日まで 

    平成 20 年２月８日にＡ社Ｂ所から、健康保険厚生年金保険被保険者

資格取得日訂正届が提出されたことにより、資格取得日が申立期間①に

ついては昭和 50 年３月 28 日、申立期間②については 54 年３月 31 日に

訂正されたものの、50 年３月及び 54 年３月については保険料の徴収期

限を経過した後の届出のため年金額に反映できない旨の回答を社会保険

事務所から受けた。しかし、申立期間の保険料についても給与から天引

きされていたので、当該期間について厚生年金特例法該当と認めて年金

額に反映させてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ社Ｂ所における厚生年金保険被保険者記録には、申立期間①



  

については資格取得日が昭和 50 年３月 28 日、申立期間②については 54

年３月 31 日であったとする記録訂正を社会保険事務所が平成 20 年２月

８日に行い、これに基づき申立人の被保険者資格の得喪等が記録されて

いる。ただし、当該期間については、政府が保険料を徴収する権利は時

効により消滅していることから、厚生年金保険法第 75 条の規定により年

金額の計算の基礎となる被保険者期間にはされていない。 

   これに対し、申立人は、当委員会に対し、上記期間について年金額の計

算の基礎となる被保険者期間として認めてほしいと申し立てているもの

であるが、申立てに係る事業所から提出のあった当該事業所が保管して

いる健康保険厚生年金保険被保険者名簿、事業所回答票及び事業主が社

会保険事務所に提出した資格取得日届訂正の経緯により、申立人が当該

事業所に、申立期間①については昭和 50 年３月 28 日から、申立期間②

については 54 年３月 31 日から継続して勤務し、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間①の標準報酬月額については、昭和 50 年４月の資格取

得時点における社会保険事務所の記録から 11 万円とし、申立期間②の標

準報酬月額については、54 年４月の同記録から 18 万円とすることが妥当

である。 

   なお、事業主による申立人に係る両申立期間の保険料の納付義務の履行

については、事業主は当時、申立てどおりの届出を行っておらず、保険

料も納付していなかったと回答していることから、事業主が申立期間①

については昭和 50 年４月１日を、申立期間②については 54 年４月１日

を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る

50 年３月及び 54 年３月の保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、申立人に係る両申立期間の保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



  

群馬厚生年金 事案 267 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人のＡ社Ｂ所に係る被保険者記録は、資格取得日が昭和 63 年７月

１日、資格喪失日が平成６年 10 月１日とされ、当該期間のうち、昭和 63

年７月１日から同年８月１日までの期間は厚生年金保険法第 75 条本文の

規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記

録されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消

し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき、申立人の同社における資格取得日を同年７月１日とし、申立期間の

標準報酬月額を 15 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63 年７月１日から同年８月１日まで 

    Ａ社Ｃ所から同社Ｂ所に転勤した時点において、昭和 63 年７月１日

資格喪失、同年８月１日資格取得と厚生年金保険被保険者期間に１か月

間の空白があるが、この期間について被保険者と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ社Ｂ所における厚生年金保険の被保険者記録には、同社Ｂ所

が、申立人の同社Ｃ所から同社Ｂ所への転勤に係る通知を確認の上、当

時の事務処理誤りを理由として、昭和 63 年８月１日から同年７月１日へ

の資格取得日訂正届を平成 20 年９月４日付けで社会保険事務所に提出し、

これに基づき社会保険事務所において訂正処理が行われた後の申立人の

被保険者資格の得喪等が記録されている。ただし、当該期間については、

政府が保険料を徴収する権利は時効により消滅していることから、厚生

年金保険法第 75 条の規定により年金額の計算の基礎となる被保険者期間

にはされていない。 

これに対し、申立人は、当委員会に対し、上記期間について年金額の計

算の基礎となる被保険者期間として認めてほしいと申し立てているもので



  

あるが、当該事業所から社会保険事務所に提出された「取得年月日の訂正

届出書」及び在籍証明書により、申立人が同社に継続して勤務し、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 63 年８月の資格取得

時点における社会保険事務所の記録から 15 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主が当時、事務手続を誤ったと回答していることから、事業主が当

初昭和 63 年８月１日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務

所は、申立人に係る同年７月の保険料について納入の告知を行っておら

ず、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 



群馬国民年金 事案 396 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58年４月から 59年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。   

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名  ： 女 

    基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

     住    所  ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58 年４月から 59 年１月まで 

隣組の集金で国民年金保険料を納付していた。その隣組の集金では、

未納者がいると年度末に完納祝品がもらえないので、未納者には厳しか

った。私自身も年金がもらえないと困るから、途中でやめたことは無い。

途中で国民年金の任意加入の喪失手続や再加入の手続を行った記憶も無

いので、申立期間の保険料を納付していたことを認めてほしい。 
 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 58 年４月の国民年金の任意加入の喪失及び 59 年２月の

再度の加入について、手続を行った記憶が無いと申述しているが、制度上、

任意加入被保険者の資格取得及び喪失については、原則、本人が申し出な

ければならないため、申出が無いにもかかわらず、市町村役場の判断で事

務処理を行うことは考え難い。 
また、市町村の国民年金被保険者名簿においても、申立人が昭和 58 年４

月に資格を喪失し、59 年２月に資格を再取得したことが記載されている上、

それらの記載内容に不自然な点は見当たらない。 
さらに、申立人は、申立期間について、国民年金保険料を納付していた

と主張しているが、保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料納付をうかがわせる周辺

事情が見当たらない。 
これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



群馬国民年金 事案 397 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 39年４月から 45年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

     住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年４月から 45 年 12 月まで 

20 歳になった当時は学生のため、国民年金の加入手続及び保険料の納

付は母がしてくれた。母はしっかりした人だったので、手続を忘れたり、

納付を忘れたりするとは考えられない。昭和 39 年 11 月に結婚し、１年

後ぐらいに母親から、今後は自分で払うようにと国民年金手帳を渡され

た記憶がある。結婚後は家政婦に任せきりで、自分で納付したはっきり

した記憶は無いが、家政婦の方もしっかりした方だったので納め忘れが

あるとは考えられない。申立期間の保険料が納付された記録が無いこと

に納得がいかない。 

 

                                                                                                       

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、当初は申立人の母親が、婚姻後にその母

親から国民年金手帳を渡された後は家政婦が申立人の国民年金保険料を納

付していたと主張しているが、申立人自身が国民年金の加入手続及び保険

料納付に直接関与しておらず、具体的な国民年金の加入手続及び保険料の

納付方法等が不明である。 

また、社会保険庁の記録では申立期間のうち昭和 42 年５月から 44 年８

月までの期間は国民年金に未加入とされているが、申立人の夫は地方議会

議員をしており、その配偶者である申立人については、国民年金の加入は

任意であることから、国民年金の被保険者となっていないことが必ずしも

不自然とは言えない。 

さらに、申立人は、申立人の夫とは別々に国民年金保険料を納付してい

たと申述しているものの、婚姻した昭和 39 年 11 月からその夫が 60 歳に到



達するまでの国民年金の加入状況及び保険料の納付状況は同一であり、そ

の夫の申立期間に係る記録も申立人と同様に未納及び未加入となっている。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



群馬国民年金 事案 398 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43年４月から 47年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

     住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年４月から 47 年３月まで 

社会保険庁の記録では、申立期間について国民年金に未加入とされて

いるが、昭和 43 年ごろ、勤め人の奥さんも国民年金に加入できるように

なったと言われ、近所の人たちと加入し、国民年金保険料を班長に毎月

納付していた。領収書等は無いが、申立期間が国民年金に未加入とされ、

保険料を納付した記録が無いことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、国民年金保険料を納付していたと主張し

ているが、国民年金保険料を納付するためには、国民年金に加入して国民

年金手帳記号番号の払出しを受けなければならないところ、申立人の手帳

記号番号は申立期間後の昭和 48年 10月に払い出されており、申立期間中、

申立人に対して別の手帳記号番号が払い出された形跡もうかがえない。 

また、申立人は申立期間当時、厚生年金保険被保険者の配偶者であった

ため、国民年金への加入は任意であり、申立人の国民年金手帳記号番号が

払い出された昭和 48 年 10 月の時点では、申立期間にさかのぼって国民年

金に加入することはできない。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料の納付をうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



群馬厚生年金 事案 268 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 25 年から 26 年まで（月不明） 

               （Ａ炭鉱Ｂ社） 

             ② 昭和 26 年から 28 年まで（月不明） 

               （Ｃ炭鉱内の事業所） 

             ③ 昭和 28 年から 33 年まで（月不明） 

               （Ｄ社Ｅ出張所） 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ炭鉱

のＢ社、Ｃ炭鉱内の事業所及びＤ社Ｅ出張所Ｆ班に勤務していたころの

記録が無い旨の回答があった。給与明細書は無いが、健康保険、厚生年

金保険及び失業保険に加入しており、保険料も控除されていた記憶があ

るので、これらの期間について厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間①について、社会保険事務所の記録によると、申立人が勤務し

ていたとするＡ炭鉱Ｂ社は厚生年金保険の適用事業所として確認できない

上、申立人は当時の同僚等を記憶していないことから、証言等も得ること

ができず、申立人が勤務していた事業所及びその勤務していた期間を特定

することができない。 

また、同炭鉱内に当該事業所と類似した名称であるＧ社の存在が確認で

きることから、同社に照会したところ、同社が保管していた厚生年金保険

の適用事業所になった昭和 26 年３月１日以降の名簿の提供を受け、その

内容について確認したが、申立人の氏名は見当たらない上、そこに記載さ

れている者の記録は社会保険庁の記録と一致していることから、申立人が

同社において厚生年金保険の被保険者であった事情はうかがえない。 

 ２ 申立期間②について、申立人は「Ｃ炭鉱内の業務に従事していた」と主

張するのみで、具体的に給与の支払元である事業所名を記憶していない上、



  

申立人が記憶していた当該炭鉱の２社の元請会社に照会したものの、両社

共に「当時の下請会社は不明」と回答しており、これによっても、申立人

が勤務していた事業所を特定できない。 

また、申立人は、事業主及び当時の同僚等の氏名も記憶していないため、

それらの者から証言等を得ることができず、申立人が勤務していた事実の

ほか、厚生年金保険料の控除の事実について確認することができない。 

 ３ 申立期間③について、申立人が保管していたＤ社Ｅ出張所等から交付さ

れた辞令及び表彰状等より、申立人は少なくとも昭和 30 年８月から 32 年

１月まで同社に勤務していたことが確認できるものの、その表彰状等につ

いて、同社Ｈ支店は「当社のもので間違いないが、『作業員』と記されて

いるので、当社の従業員ではない」と回答しており、申立人自身も「班長

であるＦ氏から給与を受けていた」と申述していることから、申立人が同

社の従業員であった事情はうかがえない。 

また、前述の辞令には「Ｆ班」との記載が確認できるが、一般的に、当

時の工事施工は直営施工の現場係制度という方式で行っており、現場係制

度において、「班」に勤務する個々の労働者については、現場係（班長）

である一人親方が募集を行ったため、Ｄ社の社員ではないと考えられ、事

実、同社Ｈ支店は「『Ｆ氏』は正社員としての登録は無い」と回答してい

る上、同社において同氏の厚生年金保険被保険者記録も確認できない。 

さらに、社会保険庁が保有している当該事業所に係る厚生年金保険被保

険者名簿を確認したところ、申立人の氏名は見当たらず、整理番号に欠番

も無いことから、社会保険事務所が申立人の記録を欠落させた事情は見当

たらない。 

 ４ 申立人は、各申立期間おいて「各現場とも危険を伴う作業のため、健康

保険及び労働者災害補償保険に加入していたはずである。だから、厚生年

金保険にも加入していたはずだ」と医療保険制度と一体性のある厚生年金

保険の加入を主張しているが、各申立期間に申立人が加入していた医療保

険制度は確認できないものの、当時から医療保険制度は社会保険事務所の

政府管掌健康保険のほかにも、厚生年金保険とは一体性の無いＩ国民健康

保険組合等が存在し、労働者災害補償保険は現場ごとの加入であることか

ら、これら保険制度の加入の記憶をもって、厚生年金保険に加入していた

ことを推認できない。 

また、申立人は厚生年金保険料が控除されていたと強く主張しているも

のの、その記憶には金額等の具体性が無い。 

さらに、申立人は各申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていた事

実を確認できる給与明細書等を保有しておらず、このほか、申立てに係る

事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

群馬厚生年金 事案 269 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年３月から同年 10 月まで 

               （Ａ社） 

                          ② 昭和 36 年 10 月から 37 年３月まで 

               （Ｂ社） 

             ③ 昭和 37 年４月から同年 10 月１日まで 

               （Ｃ社Ｄ店） 

             ④ 昭和 37 年 10 月１日から 39 年４月まで 

               （Ｃ社） 

 申立期間①にはＡ社、申立期間②にはＢ社、申立期間③にはＣ社Ｄ店

のレストラン、申立期間④には同社本店のレストランに勤めていたこと

は間違いないので、これらの期間について、厚生年金保険の被保険者で

あったと認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人はＡ社に勤務していた同僚の氏名を記憶し

ておらず、事業主も既に亡くなっていることから証言等が得られず、勤務

の事実を確認することができない。 

また、社会保険庁の記録によると、当該事業所が厚生年金保険の適用事

業所として手続されたのは、申立人が当該事業所を退職した後である昭和

40 年４月 16 日であり、事業主を始めとした従業員全員の厚生年金保険の

加入記録は同日以降であることから、申立人のみが申立期間①において、

厚生年金保険の被保険者であった事実はうかがえない。 

２ 申立期間②について、申立人が勤務したとするＢ社は、社会保険庁の記

録によると、厚生年金保険の適用事業所として確認できない上、申立人は

当時の事業主及び同僚を記憶しておらず、申立期間②当時の状況を確認す

ることができない。 

  なお、申立期間①及び②の一部を含む昭和 35 年 10 月１日から 37 年１



  

月 26 日までの期間、申立人に係る別の事業所における厚生年金保険の被

保険者記録が確認でき、社会保険事務所が保有しているその事業所に係る

厚生年金保険被保険者名簿の記録に不自然さはうかがえないことから、申

立人は、それぞれの申立事業所に勤務していた期間を誤認していることも

否定できない。 

３ 申立期間③及び④について、申立人は「Ｃ社Ｄ店及び同社本店のレスト

ランに勤務していたが、同社に直接雇用されたのではなく、レストランの

経営は別の会社であったと思う」と申述しているところ、Ｃ社から「レス

トラン部門については、当時から外部委託していたと思う」旨の回答を得

たことから、申立人が雇用されていたのは同社ではなく、同社から委託を

受けた事業所であったことがうかがえるものの、申立人はその事業所名に

ついての記憶が無く、同社も「資料が無いため、本店とＤ店の業者が同一

であったかを含めて、委託先名については不明」と回答していることから、

同社本店及び同社Ｄ店の委託先である事業所を特定することができない。 

また、当時、Ｃ社Ｄ店のレストランにおいてウェートレス業務に従事し

ていた従業員が、申立人と同職種であった料理人を５名記憶しており、そ

れらの者の社会保険事務所が保有している同社Ｄ店に係る厚生年金保険被

保険者原票を確認したところ、そのいずれの者についても氏名が確認でき

ないことから、申立人を含めた料理人は同社同店において、厚生年金保険

の被保険者であった事情はうかがえない。 

一方、申立人の妻は、申立人と同様にＣ社Ｄ店の従業員ではなく、委託

先のレストランでウェートレスをしていたにもかかわらず、同社において

厚生年金保険の被保険者記録が昭和 37 年９月１日から同年 12 月 25 日ま

で確認できることから、申立人についても同社の社員であったと主張して

いるが、前述の被保険者原票及び同社本店に係る厚生年金保険被保険者原

票を確認したところ、そのいずれにおいても、申立人の名前は見当たらず、

健康保険整理番号に欠番も無いことから、社会保険事務所が申立人に係る

記録を欠落させたとは考え難い。 

４ 申立人は各申立期間に係る厚生年金保険料を控除されていた事実を確認

できる給与明細書等の資料を保有しておらず、このほか、申立てに係る事

実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


